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第１ 現状と課題 

 １ 概況と意義 

 宅地造成事業では、松江市に江島工業団地を、江津市に江津地域拠点工業団地を造成

し、分譲しています。このうち江島工業団地は、平成 30年度（2018年度）に完売しま

した。 

また、県が予め売却先を決定した上で用地造成を行う、オーダーメイド方式による安

来市切川地区工業用地造成事業を実施しています。 

その他、県と市町村による共同工業団地整備事業が制度創設されています。 

 宅地造成事業を通じ、島根県の産業振興の一翼を担い、産業の高度化の推進や雇用の

場の確保に寄与しています。 

 

２ 事業を取り巻く状況 

 ⑴ 江津地域拠点工業団地 

山陰道開通によりインターチェンジに直結する工業団地として、進出企業の需要拡

大を見込み、令和４年度（2022年度）に第３期造成の事業着手を決定し、令和５年度

（2023年度）から事業を実施しています。 

県西部地域の企業の受け皿を拡張していくものの、県外企業の新規立地及び県内企

業の規模拡大が、エネルギー・資材高騰など費用負担の増による投資への足踏みや、

人材を確保しやすい都市部や県東部に偏在する傾向があります。 

 

⑵ 安来市切川地区工業用地 

株式会社出雲村田製作所から進出計画に関する意向表明を受けて、令和６年（2024

年）から、オーダーメイド方式の工業用地造成事業を実施しています。 

この計画が実現すれば、地域経済の活性化や定住の促進に大きな効果が期待されます。 

 

３ 現状 

⑴ 施設概要 

① 江島工業団地 

 製造業及び流通関連等幅広い業種で形成される工業団地を目指し、昭和 48年

（1973年）に造成を開始し、平成 30年（2018 年）８月に完売しました。 

現在、割賦分譲※62の企業が１社あり、令和９年度（2027年度）に清算予定です。 

 

 事業の種類：臨海土地造成事業 

所 在 地：松江市八束町 

造 成 工 事：昭和 48年度（1973年度）～平成３年度（1991年度） 

 分 譲 面 積：21.7ha 

 分 譲 単 価：14,300円/㎡ 

 分 譲 状 況 

 ・分譲済面積：21.7ha 

 ・分 譲 率：100％ 

 ・分 譲 企 業：20社 
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② 江津地域拠点工業団地 

 八戸ダムに貯留されている豊

富な工業用水を活用して、用水型

企業の誘致を図り、石央地域の拠

点工業団地を目指し、昭和 55年

（1980年）に造成を開始しました。 

造成済用地の分譲状況や山陰

道 福光・浅利道路の事業化を踏

まえ、令和５年度（2023 年度）か

ら第３期造成事業を行っていま

す。 

 

 

 

事業の種類：内陸工業用等造成事業 

所 在 地：江津市松川町 

造 成 工 事：昭和 55年度（1980年度）～昭和 63年度（1988年度）（第１期） 

平成 28年度（2016年度）～令和３年度（2021 年度） （第２期） 

令和５年度（2023 年度） ～令和 10年度（2028年度）（第３期） 

分譲予定面積：33.1ha（第３期造成により 12.7ha拡張） 

 分 譲 単 価：20,000円/㎡ 

分 譲 状 況（令和７年（2025 年）４月現在） 

 ・分譲済面積：21.9ha 

 ・分 譲 率：66％ 

 ・分 譲 企 業：11社 

 

（分譲実績） 

 

 

 

 

 

③ 安来市切川地区工業用地 

令和６年（2024年）に、企業から進出計画に関する意向表明を受けて、オーダー

メイド方式による工業用地造成事業の実現の可能性等を把握するために、用地取得

見込みや地質の調査等を実施しました。 

これらの結果を企業へ提示し、企業からは用地造成に向けた協議の申し込みがあ

りました。 

県、企業及び安来市の三者は、造成事業の内容や各種条件が整ったことから、令

和７年（2025 年）４月に造成事業基本協定書を締結し、企業の立地に向けた事業を

行っています。 

 R2 R3 R4 R5 R6 

分譲件数（件） 1 1 0 0 0 

分譲面積（㎡） 15,072 9,111 0 0 0 
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造 成 面 積：18.1ha 

事 業 期 間：（調査）令和５年度（2023年度）～令和６年度（2024年度） 

       （造成）令和７年度（2025 年度）～令和 12年度（2030 年度） 

総 事 業 費：75億円（別途企業施工あり） 

経 費 負 担：全額企業負担（人件費、事務費含） 

 

⑵ 経営状況 

事業全体の収支状況 

                                      （単位：百万円） 

区 分 R2 R3 R4 R5 R6 

収 益 362 625 123 313 406 

  うち売却収益 321 196 14 14 40 

費 用 661 286 310 373 1,063 

当期純損益 △299 

(92) 

339 

(17) 

△187 

(△1) 

△60 

(△10) 

△657 

(△1) 

  うち経常損益 △299 339 △187 △60 △657 

宅地造成事業は、分譲があった年に大きな売却収益があり、それに伴う費用が発生

します。 

当期純損益の( )は、たな卸資産※63の時価評価※64による会計上の形式的な処理の影

響を除いた場合の数字です。 

 

⑶ 施設の維持管理の状況 

① 江島工業団地 

 令和５年度（2023年度）までに、団地内の公共施設等は松江市及び県土木部松江

県土整備事務所に移管しました。 

 

② 江津地域拠点工業団地 

団地内の公共施設等の一部については、企業局西部事務所で管理しています。 

今後、第３期造成完了後には、江津市へ移管する予定で進めていきます。 
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４ 課題 

⑴ 工業団地の分譲促進 

江津地域拠点工業団地は、令和４年度（2022年度）以降は分譲が進んでおらず、分

譲率は 66％で停滞しています。計画どおりに分譲が進まない場合、維持管理費等の負

担が会計を圧迫する可能性があります。 

また、第３期造成事業の着手にあたり、令和６年度（2024年度）に詳細設計を行っ

たところ、地盤改良※65工事費の増、金利上昇などによるコスト増が見込まれ、分譲

単価の引き上げが必要な状況であることが判明しました。 

 

⑵ 経営の健全性 

江津地域拠点工業団地の第３期造成に係る多額の建設改良費については、企業債借

入による利息を抑制し、費用の低減化を図るため、内部留保資金からも調達する予定

です。 

これにより、今後、分譲が進まない場合は、資金繰りが厳しくなることも懸念され

ます。 

 

⑶ 県・市町村共同工業団地の整備 

令和２年度（2020年度）に中山間地域等の産業振興を目的に、「県と市町村による

共同工業団地整備事業」が制度創設されました。 

近年のエネルギー・資材高騰など整備費等の増加により企業進出が見込める分譲単

価の設定が難しく、競争力を高めるため、市場価格で売り出した場合は、整備費の資

金回収が困難になります。 

引き続き、事業を所管する県商工労働部及び対象となる市町村と連携しながら、事

業のあり方について検討する必要があります。 

 

第２ 経営目標 

 企業局は、県内産業の高度化の推進や雇用の場を確保するため、江津地域拠点工業団地

及び安来市切川地区工業用地の造成を着実に推進するとともに、企業誘致により工業団地

の分譲を促進していきます。 

 

１ 工業団地等の整備 

計画的に工業団地を整備していきます。 

江津地域拠点工業団地は、令和 10 年度（2028年度）までに 12.7haを整備します。 

 安来市切川地区工業用地は、令和 12年度（2030 年度）までに 18.1ha を整備します。 

 

２ 工業団地の分譲 

江津地域拠点工業団地は、令和 17年度（2035 年度）までに 10ha分譲すること（分譲

率 70％）を目指します。 
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第３ 具体的な取組 

１ 工業団地等の整備 

産業の高度化の推進を図るため、企業の要望等を踏まえ、地元市と連携し、江津地域

拠点工業団地の拡張、企業からの立地意向を受けて実施する工業用地造成など着実な造

成事業の推進に取り組みます。 

 

２ 工業団地の分譲促進 

⑴ 分譲単価の抑制 

石見地域の主要な産業基盤として、産業振興を推進するため、企業にとって立地候

補の対象となるよう、第３期造成に伴う多額の建設改良費に対して一般会計から補助

を受けることで、現行の分譲単価の範囲内に単価を抑制する取組を進めます。 

 補助財源には、電気事業会計から一般会計に繰り出す利益剰余金を活用する予定で

すが、利益剰余金の処分には、議会の議決を要するため、その都度、利益剰余金の全

体の使途の考え方や、その時点における経営状況等を説明し、支援の必要性の判断を

受け、最終的には予算審議を経て実施します。 

 なお、令和８年度は、2.5億円を計上しており、令和10年度までに総額10億円の補

助を受ける予定で進めています。 

 

⑵ 区画形状等の見直し 

第３期造成において、企業ニーズを踏まえた区画形状に見直し、進入路を確保、企

業管理となる法面の面積を縮小します。 

なお、これらの見直しにより発生する残土は、国が行う他事業へ流用し、可能な限

り建設改良費を縮減します。 

 

⑶ 地元市等との一体的な分譲促進策 

江津市において、令和７年度（2025年度）から、土地取得企業に対する補助率が 20

％から 30％へ引き上げられました。これにより、県の土地取得補助 20％と併せた補助

率が 50％となり、分譲促進に向けた取組を更に強化しています。 

また、江津市や県関係部局、関係団体等と連携しながら、山陰道の開通による利便

性の向上を対外的にＰＲすることで、江津地域拠点工業団地の分譲促進に取り組みま

す。 

 

⑷ 電気事業と連携した取組 

電気事業と連携して、脱炭素化に取り組む企業を対象に、江津地域拠点工業団地を

含めた県西部の県営工業団地の購入企業に対し、企業局の水力・太陽光発電所由来の

ＦＩＴ非化石証書を原価で販売する代理購入制度を令和８年度から開始します。また、

一般会計において、当該購入費の補助制度が創設されます。 

これらの新たな制度により、工業団地の更なる魅力化を図り、土地取得時のインセ

ンティブによる早期の分譲を目指します。 
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３ 経営の健全性 

分譲が進まない場合に懸念される資金ショートを回避するため、分譲促進や金利の状

況を踏まえた企業債借入額の調整など、健全な経営に向けた取り組みを進めていきます。 
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第４ 投資・財政計画 

１ 投資計画 

⑴ 建設改良費 

江津地域拠点工業団地については、令和 10年度（2028年度）までの第３期造成に

係る建設改良費を見込んでいます。 

また、安来市切川地区工業用地については、令和 12年度（2030 年度）までの造成

に係る建設改良費を見込んでいます。 

なお、県・市町村共同工業団地については、現時点で整備計画が未定のため、投資

計画に含めていません。 

 

 

  ＜建設改良費＞                           （単位：百万円） 

年度

区分

754 1,313 812 0 0 0 0 0 0 0 2,880

1,580 1,697 1,011 658 473 0 0 0 0 0 5,420

2,334 3,011 1,824 658 473 0 0 0 0 0 8,300

R15 R16 合計R17

江津地域拠点工業団地

安来市切川地区工業用地

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

計
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２ 財政計画 

  ⑴ 収益的収支 

① 収益 

営業収益には、江島工業団地の割賦収入及び江津地域拠点工業団地の分譲地売却収入

を毎年度約２億円、安来市切川地区工業用地の売却収入を令和 12年度（2030年度）に

約 71億円計上しています。営業外収益には、割賦分譲による収入に係る利息や普通財

産貸付料※66を計上しています。 

② 費用 

費用には、割賦収入及び江津地域拠点工業団地の分譲地売却収入に係る宅地売却原価

を毎年度約２億円、安来市切川地区工業用地の売却に伴う宅地売却原価を令和 12年度

（2030年度）に約 71億円、また、除草等の一般管理費※67を毎年度計上しています。 

③ 収支 

江津地域拠点工業団地の第３期造成区画の分譲開始に伴い、令和 10年度（2028年度）

以降に宅地売却原価が宅地売却収益を上回り、赤字が続く見通しです。この要因は、３

期造成事業のコスト増分を分譲単価に転嫁せず、現行の分譲単価で試算しているためで

あり、分譲単価抑制を目的とした一般会計からの補助を令和 10年度まで受けることと

なれば、将来的な収支は均衡する見通しです。 
 

⑵ 資本的収支 

① 収入 

江津地域拠点工業団地の第３期造成に伴う企業債収入を令和 10年度（2028年度）ま

でに合計 17.5億円、第２期造成に伴う企業債償還の財源である一般会計からの長期借

入金を令和 14年度（2032年度）までに合計約７億円、分譲単価抑制を目的とした一般

会計からの補助金を令和８年度に 2.5億円、安来市切川地区工業用地に係る造成事業収

入を令和 12年度（2030年度）までに合計約 51億円計上しています。 

② 支出 

江津地域拠点工業団地の第３期造成及び安来市切川地区工業用地の造成に伴う建設

改良費を令和 12年度（2030年度）までに合計約 83 億円、江津地域拠点工業団地に係る

企業債償還金を毎年度２～３億円計上しています。なお、一般会計からの長期借入金に

対する償還は当面見込んでいません。 

③ 収支 

建設改良費や企業債償還金による不足が見込まれますが、この不足分については、損

益勘定留保資金で補填します。なお、安来市切川地区工業用地に係る収支は、令和５年

度（2023年度）以降の事業期間全体を通して均衡します。 
 

⑶ 資金収支 

 江津地域拠点工業団地の第３期造成の影響により、令和 10年度（2028年度）以降当面

は、現金残高を切り崩す形で推移します。なお、分譲単価抑制を目的とした一般会計から

の補助を令和 10年度まで受けることとなれば、企業債借入額を抑制でき、現金残高は改

善する見込みです。 
 

⑷ 借入金残高 

 企業債残高は、江津地域拠点工業団地の第３期造成に伴い令和９年度（2027年度）に最

大約 16億円となる見込みです。 

 一般会計からの長期借入金については、令和 14年度（2032年度）に最大 28億円となる

見込みです。 
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＜収益的収支＞                             （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資本的収支＞                             （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資金収支＞                              （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

＜借入金＞                               （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

年度

区分

宅地造成事業収益 209 206 200 200 7,349 200 200 200 200 200

営業収益 205 205 200 200 7,349 200 200 200 200 200

うち宅地売却収益 205 205 200 200 7,349 200 200 200 200 200

営業外収益 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち雑収益 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宅地造成事業費用 200 173 223 267 7,412 257 252 248 242 237

営業費用 199 172 223 223 7,373 223 223 224 223 223

うち宅地売却原価 167 167 217 217 7,367 217 217 217 217 217

うち一般管理費 31 4 5 5 6 5 5 6 5 5

営業外費用 2 1 1 44 39 34 29 24 20 15

うち企業債利息 1 1 1 44 39 34 29 24 20 15

純損益 9 32 △ 23 △ 67 △ 63 △ 57 △ 52 △ 48 △ 42 △ 37

R17R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

年度

区分

３条資金収支 176 200 194 150 150 160 165 169 175 180

４条資金収支 △ 547 △ 15 △ 767 △ 175 △ 175 △ 175 △ 175 △ 175 △ 175 △ 175

総資金収支 △ 371 184 △ 573 △ 24 △ 25 △ 15 △ 10 △ 6 0 5

期末現金残高 525 709 136 111 87 72 62 56 56 61

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

年度

区分

借入金残高 2,871 4,037 4,089 3,952 3,847 3,689 3,518 3,343 3,168 2,993

企業債残高 604 1,615 1,512 1,246 1,051 872 697 522 347 172

他会計借入金残高 2,267 2,422 2,577 2,705 2,796 2,817 2,821 2,821 2,821 2,821

R17R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

年度

区分

資本的収入計 1,940 3,172 1,366 786 564 20 4 0 0 0

うち企業債 230 1,320 200 0 0 0 0 0 0 0

うち他会計借入金 154 154 154 128 91 20 4 0 0 0

うち他会計補助金 250 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち造成事業収入 1,281 1,697 1,011 658 473 0 0 0 0 0

資本的支出計 2,488 3,188 2,133 961 739 195 179 175 175 175

うち建設改良費 2,334 3,011 1,824 658 473 0 0 0 0 0

うち企業債償還金 154 177 309 303 266 195 179 175 175 175

うち他会計借入金償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収支 △ 548 △ 17 △ 768 △ 175 △ 175 △ 175 △ 175 △ 175 △ 175 △ 175

補てん財源計 548 17 768 175 175 175 175 175 175 175

損益勘定留保資金 548 17 768 175 175 175 175 175 175 175

R17R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
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＜貸借対照表＞                             （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※試算条件 

・ 投資計画及び財政計画については、過去の実績等から見積もったものであり、将来

の投資額、収支を確定したものではありません。 

・ 宅地売却収益は、江津地域拠点工業団地を毎年度１ha分譲するものとして算出して

います。また、安来市切川地区工業用地の売却は、工事完了予定年度の令和 12年度

（2030年度）に一括で計上しています。 

・ 収益的収支において、たな卸資産の時価評価による会計上の形式的な処理による影

響は考慮していません。 

・ 江津地域拠点工業団地の第３期造成に伴う建設改良費に対する一般会計からの補助

は、織り込んでいません。 

・ 端数調整により、合計と一致しない場合があります。 

 

 

年度

区分

固定資産 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宅地造成 5,325 8,173 9,779 10,219 3,325 3,108 2,891 2,673 2,456 2,239

流動資産 525 709 136 111 87 72 62 56 56 61

5,855 8,882 9,914 10,330 3,412 3,180 2,953 2,730 2,512 2,300

固定負債 2,873 4,038 4,090 3,953 3,848 3,690 3,519 3,344 3,169 2,994

流動負債 3,493 5,322 6,326 6,947 195 179 175 175 175 175

6,366 9,360 10,416 10,899 4,044 3,869 3,694 3,519 3,344 3,169

資本金 304 304 304 304 304 304 304 304 304 304

剰余金 △ 814 △ 782 △ 805 △ 872 △ 935 △ 993 △ 1,045 △ 1,093 △ 1,135 △ 1,172

△ 511 △ 478 △ 502 △ 569 △ 632 △ 689 △ 741 △ 789 △ 831 △ 869

5,855 8,882 9,914 10,330 3,412 3,180 2,953 2,730 2,512 2,300負債＋資本

資産合計

負債合計

資本合計

R13 R14 R15 R16 R17R8 R9 R10 R11 R12


